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研究成果の概要（和文）：　本研究は、現代米国の保守政治の政策展開に関して、国内政治と国際政治を結ぶひとつの
サイクルを見出した。80年代以降、ヘゲモニー国家米国は、新自由主義的政策枠組みを世界に向けて送出してきた。そ
の送出メカニズムは、政権交代から超越したワシントン・コンセンサス――連邦官僚機構、議会保守派、財界、民間シ
ンクタンクなどからなる――を軸として作動し、内外施策の一貫性を生み出してきた。現代米国政治の「保守」とは、
この新自由主義的政治経済の汎用的なアイデアとその国内と世界との環流のメカニズムを保守することを意味しており
、伝統保守と異なる普遍主義的性格を示している、というのが本研究によって得られた知見である。

研究成果の概要（英文）：  This study has aimed to analyze how the conservative political regime of modern 
USA has evolved in the age of globalization after the 1980s.  One of its major findings is the circulation
 system of neoliberal generic ideas through American domestic as well as international political economy. 
 This circulation mechanism is maintained and promoted by the so-called Washington consensus composed by f
ederal bureaucracy, conservative congressmen, financial and business community, and some public think tank
s.  The Washington consensus has been the heart of the present conservative regime and has been little aff
ected by the changes of the governing parties and presidents.  This study has found that modern political 
conservatives no longer adhere to the traditional or particularistic values but that they rather embrace u
niversalistic neoliberalism.

研究分野：

科研費の分科・細目：

複合新領域

キーワード： 保守主義　普遍主義　グローバル化　新自由主義　オバマ大統領　ティー・パーティー　対テロ戦争　
シンクタンク

地域研究・地域研究



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 第二次世界大戦後のアメリカ連邦政治は、
通常 1970 年代中葉までのニューディール型
福祉国家の成熟期、70 年代後半以降のレーガ
ン保守革命を起点とする保守体制への転
換・定着期とに二分されてきた。この定説を
前提として、従来のアメリカ保守主義政治研
究の主要関心は、まずもって戦後アメリカの
保守主義の起源に向けられた。たとえば、国
内外の共産主義勢力に対する反対運動、福祉
国家に対するリバタリアン的諸勢力の運動、
国際組織や同盟国依存に反対するアメリカ
第一主義的な孤立主義外交路線、南部の人種
差別主義、福音主義的な右派キリスト教、伝
統的な道徳の復興運動などの起源と展開が
それらの研究の主たる対象とされてきた。次
いで、これら 1970 年以前リベラリズムの圧
倒的優越の前に分散し逼塞していた少数派
の雑多な保守的諸潮流が、1980 年代以降、レ
ーガン率いる右派共和党に統合吸収され、ア
メリカ政治の主流の地位をリベラル諸勢力
から奪い取っていった政治過程が研究対象
とされるにいたった。これらの研究が明らか
にしたことは、80 年代以降のレーガン政権に
結集した「保守」が、結成一枚岩の政治勢力
ではなく、多様なイデオロギー潮流や右派的
諸勢力を背景とした連合体（coalition）に他
ならないことであった。 
 近年は、こうした運動史的なアプローチに
加え、レーガン以降の連邦行政府の政策や人
事や議会における政党組織、さらには司法部
の人事などの具体的政治過程に注目し、政権
掌握後の保守派が連邦政府の制度や政策体
系に、どのような改変を加え、それによって
いかに影響力の拡大と政権の保持をはかっ
てきたかを検討する政治学的・政治史的アプ
ローチが保守主義政治研究の主流となって
きた。 
 これら新旧のアプローチは共に、1980 年以
降の保守優位政治システムの内政構造に光
を当ててきた。しかし、このシステムの成立
にアメリカ対外関係がいかに影響したか、逆
にその成立が対外関係や広く国際関係にい
かに影響したかについては、十分な解明はさ
れてこなかった。本研究は、この点に着目し、
アメリカにおける保守主義政治をより広い
国際的な文脈において総合的に再検討する
ことを目指したものである。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、1980 年代以降のアメリカの保守
優位政治システムが、現在までに「保守とリ
ベラル」のイデオロギー的膠着状態に陥った
原因を、政党政治と政策体系の「保守化」と
同時期に起こったグローバル化との両過程
の関連の内に探ることを目的としてきた。後
者を組み込むことにより、本研究は、政治シ
ステムの変動を主に国内的社会変動から跡

づけた従来の「政党再編論」とは異なった視
角に立つ。この時期、近代以降の世界史上か
つて無く、国民国家の主権が、国際化により
相対化され、一見するときわめて内政的な争
点がグローバルな脈絡に直結し、国内の政治
配置と国際的社会経済状況とが密接に連動
する傾向が顕著になった。現今のアメリカ国
内政治の不振・膠着は、一国内の政治状況以
上に、このかつてないグローバルな文脈の影
響力に起因しており、その一国的な解決は不
可能ではないかというのが、本研究の出発点
における主導的仮説とされた。 
 確かに本研究以前にも、1970 年代末の新冷
戦、1989 年の冷戦終結、1991 年のソ連崩壊、
2001 年の「9・11 事件」などのおりにふれて、
アメリカの安全保障政策の変更や、その国際
的ヘゲモニーのあり方が、アメリカ連邦政治
の保守化の要因として取り上げられること
は少なくなかった。しかし、内政の「保守化」
に関わるそれ以外の中心的争点――宗教、司
法、新しいメディア、資本・労働・雇用をめ
ぐる国際競争、ネオリベラル経済、私的シン
クタンクの役割、移民問題――をめぐる政治
過程そのものが、いかに地球大の諸要因と相
互連関し、いかにグローバルな影響を及ぼし
てきたかについては、これまであまり論じら
れてきていない。それゆえ、これらの一見純
内政的に見える要因に、いかにグローバルな
影響力が働いてきたか、そして現在も働いて
いるかの検討が、本研究の目的とされた。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、北米地域中心の現代史（2 名）、
政治学（3 名）、国際政治学（2 名）の 3 分野
を専攻する研究者による学際的共同研究と
して構想した。各分担者は専攻にしたがって
協力ユニットとしてゆるく 3 班を編成した。
また分担者は、個別に担当する専門領域（移
民、金融・経済、宗教、宗教的原理主義、対
外関係、シンクタンク）ごとに、「保守化」
と「グローバル化」の両側面の統合的理解を
進めることとした。こうした分担者毎の、あ
るいは班ごとのリサーチを積み重ね、随時共
同研究会を開き、全員で新たな知見の共有を
図っていった。本研究では全てのメンバーが、
豊富な在外研究と国際交流の経験をもち、そ
れらを通して培ってきた海外の専門家・実務
家との広い研究ネットワークを活かして、海
外の研究者との情報や意見交換を行い、研究
の深化をはかり、それと共に、国際的シンポ、
外国語での発信を通して、実践的な貢献を果
たしていくことを目指した。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の行われた 3 年間は、それに先立つ
21 世紀最初の 10 年間以上に、アメリカ合衆
国の国内政治と国際政治との連関が密接と
なり、アメリカ保守主義政治がグローバルな



政治経済文化状況に深く規定されているこ
とがより明確となった時期であった。そのこ
とは、2008 年に新たなリベラル勢力の輿望を
担って登場したオバマ政権が、内外施策とも
に所期の目的を達することなく、保守政治か
らの脱却を十全には果たしえていない実情
からも明らかである。その点、本研究の根本
目的に加え、各分担者はアメリカにおける保
守政治批判の表れとしての 2008、2012 両年
のアメリカ大統領選挙の結果とそれを踏ま
えての過去 6 年間のアメリカ政治の展開を注
視し、現状報告としてのいくつかの論文を発
表してきた。 
 しかし、より長期的・歴史的な視野に立つ
本研究では、まずアメリカ国内・対外政策に
対するグローバルな諸要因の発生と展開の
過程を、研究分担者各自の専門領域に即して、
把握することに主力を注いできた。５に挙げ
る主要業績のほとんどは、いわばアメリカ保
守政治の国際的文脈の解明を目指して達成
されたものである。 
 これらの個別研究および数次の国際シン
ポジウム、ワークショップの結果、本研究は
現代アメリカの保守政治について以下の認
識に到達した。すなわち、そこには政策的ア
イデア、イニシアティヴに関して、国内政治
と国際政治を結ぶひとつのサイクルが認め
られる。1980 年代以降、現代国際政治、国際
経済のヘゲモニーを掌握してきたアメリカ
は、一貫して新自由主義的政策枠組みを世界
に向けて送出してきた。本研究の一つの焦点
は、その送出メカニズムを支えるいわゆるワ
シントン・コンセンサス――連邦官僚機構、
議会の保守勢力、財界と金融機関、民間のシ
ンクタンクなどによって構成される――の
意思決定過程に当てられた。この複合的勢力
からなるコンセンサスは、政権交代とかかわ
りなく、アメリカの内外施策を主導してきた。
それは、実のところオバマ政権下においても
健在であることが本研究を通して明らかと
なった。現代アメリカの保守政治の眼目は、
まさにこの新自由主義的政治経済の汎用的
な枠組みの「保守」にあり、その政策枠組み
から生み出されるアイデアの国際―国内政
治における不断の環流のメカニズムの「保
守」にあるのである。言い換えればそれは、
エドモンド・バークに由来する反普遍主義的
で固有の地方主義的な歴史に立脚した文化
保守とは、全く異質な国際性を帯びた政治的
保守に他ならない。パティキュラリズムでは
なく、普遍主義の擁護を志向する点で、現代
アメリカ保守政治は新しいのであり、それゆ
え国内的な政治変動のみに左右されること
がないといえる。 
 本研究のこうした成果は、この新しい保守
政治の限界の解明こそが、今後のアメリカ政
治研究の向かうべき一方向であることを示
している。 
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